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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像表示装置用光学部材の片面又は両面に粘着剤組成物を含有する粘着剤層が形成され
ている画像表示装置用の粘着型光学部材において、
　前記粘着剤組成物は、イオン性液体、及びベースポリマーとしてガラス転移温度Ｔｇが
０℃以下のポリマーを含有してなり、
　前記ガラス転移温度Ｔｇが０℃以下のポリマーが、炭素数１～１４のアルキル基を有す
アクリレートおよび／またはメタクリレートの１種以上を５０～１００重量％含有する単
量体を主成分とするアクリル系ポリマーであり、かつ、酸価が２９以下であることを特徴
とする画像表示装置用の粘着型光学部材。
【請求項２】
　前記イオン性液体が、含窒素オニウム塩、含硫黄オニウム塩、または含リンオニウム塩
の何れか１種以上である請求項１記載の画像表示装置用の粘着型光学部材。
【請求項３】
　前記イオン性液体が、下記一般式（Ａ）～（Ｄ）で表される一種以上のカチオンを含む
請求項１又は２に記載の画像表示装置用の粘着型光学部材。
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【化１】

［式（Ａ）中のＲａは、炭素数４から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、ＲｂおよびＲｃは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化水素基を
表し、ヘテロ原子を含んでも良い。但し、窒素原子が２重結合を含む場合、Ｒｃはない。
］
［式（Ｂ）中のＲｄは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｅ、Ｒｆ、およびＲｇは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（Ｃ）中のＲｈは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｉ、Ｒｊ、およびＲｋは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（Ｄ）中のＺは、窒素、硫黄、又はリン原子を表し、Ｒｌ、Ｒｍ、Ｒｎ、およびＲｏ
は、同一又は異なって、炭素数１から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
い。但しＺが硫黄原子の場合、Ｒｏはない。］
【請求項４】
　前記アクリル系ポリマーが、更に、ヒドロキシル基含有モノマーを単量体として含有す
ることを特徴する請求項１～３のいずれかに記載の画像表示装置用の粘着型光学部材。
【請求項５】
　前記粘着剤組成物が、イソシアネート化合物、エポキシ化合物、及び、アジリジン化合
物からなる群より選択される少なくとも１種の架橋剤を含有し、
　前記アクリル系ポリマー１００重量部に対して、前記架橋剤を０．０１～１５重量部含
有することを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の画像表示装置用の粘着型光学部
材。
【請求項６】
　前記画像表示装置用光学部材が、偏光板、位相差板、輝度向上板、又は防眩シートの少
なくとも１以上の光学フィルムを積層するものである請求項１～５のいずれかに記載の画
像表示装置用の粘着型光学部材。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学部材に帯電防止性の粘着剤層が設けられた粘着型光学部材に関するもの
である。本発明は静電気が発生しやすいプラスチック素材を用いた粘着型光学部材に好適
に用いられる。なかでも特に、液晶ディスプレイやタッチパネルなどに用いられる粘着型
光学部材として有用である。
【背景技術】
【０００２】
　液晶ディスプレイやタッチパネルには、光の振動方向や位相差の制御・調整のために偏
光板や波長板などの各種光学フィルムが粘着層を介して積層されて使用される。これら光
学フィルムは、傷や汚れを防止する目的で粘着面を保護する目的でセパレーターや、加工
および搬送過程で生じる傷や汚れなどを防止する目的で表面保護フィルムなど貼り合わさ
れた形態で流通している。
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【０００３】
　光学フィルムを貼り合せる工程では、これら光学フィルムを保護する目的で使用されて
いるセパレーターや表面保護フィルムは不要となるため、光学フィルムから剥離除去され
る。
【０００４】
　これら光学フィルム、粘着剤、セパレーター、表面保護フィルムはプラスチック材料に
より構成されているため、電気絶縁性が高く、摩擦や剥離の際に静電気を発生する。した
がって、光学フィルムからセパレーターや表面保護フィルムを剥離する際に静電気が発生
する。静電気は、液晶ディスプレイやタッチパネルの作製工程においては大きな問題であ
る。静電気による不具合としては、光学部材にゴミが付着する、液晶配向の乱れによる異
常表示が生じる、周辺回路素子の静電破壊が起きるなどを挙げることができる。そこで、
このような不具合を防止するために光学部材に各種帯電防止処理が行われている。
【０００５】
　例えば、酸化インジウム・酸化スズの導電層をスパッタリングにより偏光板に形成して
帯電防止処理を行う方法が開示されている（例えば、特許文献１参照）。また、金属酸化
物粒子を配合した紫外線硬化型アクリル樹脂からなる帯電防止層を偏光板に形成する方法
が開示されている（例えば、特許文献２参照）。
【０００６】
　しかしながら、これらの手法では、帯電防止層を光学部材に形成するための工程が新た
に必要となり、工程が増えることで生産性を低下させ、コストを高くする。したがって、
帯電防止層が設けられた偏光板は、従来の帯電防止処理されていない偏光板と比べコスト
高になる問題を有している。
【０００７】
　一方、光拡散層に帯電防止剤を添加することで、帯電防止能を有する光拡散層を形成し
た偏光部材も知られているが（例えば、特許文献３参照）、この光拡散層は、バックライ
トからの光を拡散させるために用いられるものであり、光学部材に汎用されるものではな
い。
【特許文献１】特開平６－５１１２１号公報
【特許文献２】特開２００１－３１８２３０号公報
【特許文献３】特開２００２－２２９６０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、このような事情に照らし、汎用性が高い粘着剤層に帯電防止能を付与するこ
とで、セパレーターや表面保護フィルムを剥離する際に生じる光学部材の帯電防止が簡易
かつ安価に行え、しかも粘着剤層の粘着力を十分維持できる粘着型光学部材を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を解決するため鋭意検討した結果、以下に示す粘着剤組成物を
用いることにより上記目的を達成できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明の粘着型光学部材は、光学部材の片面又は両面に粘着剤組成物を含有
する粘着剤層が形成されている粘着型光学部材において、前記粘着剤組成物は、イオン性
液体、及びベースポリマーとしてガラス転移温度Ｔｇが０℃以下のポリマーを含有してな
ることを特徴とする。ここで、イオン性液体とは、室温(２５℃)で液状を呈する溶融塩（
イオン性化合物）を指す。
【００１１】
　本発明の粘着型光学部材によると、粘着剤層に帯電防止機能を付与することで新たに帯
電防止層を設けずとも簡易に光学部材の帯電防止が図れ、生産性を低下させることなく安
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価に製造できる。イオン性液体を帯電防止剤として用いることで、粘着特性を損なうこと
なく帯電防止効果の高い粘着剤組成物が得られる。イオン性液体を用いることで優れた帯
電防止特性が得られる理由の詳細は明らかでないが、イオン性液体は液状であるため分子
運動が容易であり、電荷の発生により分子の再配列が起き易い。したがって、イオン性液
体を粘着剤中に含有させても分子再配列による電荷中和機構が働くため、優れた帯電防止
能が得られると考えられる。また、イオン性液体は室温にて液状であるため、固体の塩に
比べて、粘着剤への添加および分散または溶解が容易に行える。さらにイオン性液体は蒸
気圧がない（不揮発性）ため、経時で消失することもなく、帯電防止特性が継続して得ら
れる特徴を有する。
【００１２】
　上記において、前記イオン性液体が、含窒素オニウム塩、含硫黄オニウム塩、または含
リンオニウム塩の何れか１種以上であることが好ましい。特に、前記イオン性液体が、下
記一般式（Ａ）～（Ｄ）で表される一種以上のカチオンを含むことが好ましい。これらの
カチオンを持つイオン性液体により、さらに帯電防止能の優れたものが得られる。
【００１３】
【化１】

［式（Ａ）中のＲａは、炭素数４から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、ＲｂおよびＲｃは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化水素基を
表し、ヘテロ原子を含んでも良い。但し、窒素原子が２重結合を含む場合、Ｒｃはない。
］
［式（Ｂ）中のＲｄは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｅ、Ｒｆ、およびＲｇは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（Ｃ）中のＲｈは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｉ、Ｒｊ、およびＲｋは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（D）中のＺは、窒素、硫黄、又はリン原子を表し、Ｒｌ、Ｒｍ、Ｒｎ、およびＲｏ
は、同一又は異なって、炭素数１から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
い。但しＺが硫黄原子の場合、Ｒｏはない。］
　また、ガラス転移温度Ｔｇが０℃以下のポリマーが、炭素数１～１４のアルキル基を有
すアクリレートおよび／またはメタクリレートの１種以上を主成分とするアクリル系ポリ
マーであることが好ましい。これらのアクリル系ポリマーにより、イオン性液体およびベ
ースポリマーとの相溶性のバランスが良好となり、粘着特性を十分維持することができる
。
【００１４】
　本発明の粘着型光学部材は、その光学部材が、偏光板、位相差板、輝度向上板、又は防
眩シートを含むものである場合に特に有効である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　本発明の粘着型光学部材は、イオン性液体、及びベースポリマーとしてガラス転移温度
Ｔｇが０℃以下のポリマーを含有してなる。イオン性液体とは、室温（２５℃）で液状を
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呈する溶融塩（イオン性化合物）を指す。
【００１６】
　イオン性液体としては、含窒素オニウム塩、含硫黄オニウム塩、または含リンオニウム
塩が好ましく用いられ、特に優れた帯電防止能が得られる理由から下記一般式（Ａ）～（
Ｄ）で表される有機カチオン成分と、アニオン成分からなるものが好ましく用いられる。
【００１７】
【化２】

［式（Ａ）中のＲａは、炭素数４から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、ＲｂおよびＲｃは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化水素基を
表し、ヘテロ原子を含んでも良い。但し、窒素原子が２重結合を含む場合、Ｒｃはない。
］
［式（Ｂ）中のＲｄは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｅ、Ｒｆ、およびＲｇは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（Ｃ）中のＲｈは、炭素数２から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
く、Ｒｉ、Ｒｊ、およびＲｋは、同一又は異なって、水素または炭素数１から１６の炭化
水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良い。］
［式（D）中のＺは、窒素、硫黄、又はリン原子を表し、Ｒｌ、Ｒｍ、Ｒｎ、およびＲｏ
は、同一又は異なって、炭素数１から２０の炭化水素基を表し、ヘテロ原子を含んでも良
い。但しＺが硫黄原子の場合、Ｒｏはない。］
　式（Ａ）で表されるカチオンとしてはピリジニウムカチオン、ピペリジニウムカチオン
、ピロリジニウムカチオン、ピロリン骨格を有するカチオン、ピロール骨格を有するカチ
オンなどが挙げられる。具体例としては、１－エチルピリジニウムカチオン、１－ブチル
ピリジニウムカチオン、１－へキシルピリジニウムカチオン、１－ブチル－３－メチルピ
リジニウムカチオン、１－ブチル－４－メチルピリジニウムカチオン、１－へキシル－３
－メチルピリジニウムカチオン、１－ブチル－３，４－ジメチルピリジニウムカチオン、
１，１－ジメチルピロリジニウムカチオン、１－エチル－１－メチルピロリジニウムカチ
オン、１－メチル－１－プロピルピロリジニウムカチオン、２－メチル－１－ピロリンカ
チオン、１－エチル－２－フェニルインドールカチオン、１，２－ジメチルインドールカ
チオン、１－エチルカルバゾールカチオンが挙げられる。
【００１８】
　式（Ｂ）で表されるカチオンとしてはイミダゾリウムカチオン、テトラヒドロピリミジ
ニウムカチオン、ジヒドロピリミジニウムカチオンなどが挙げられる。具体例としては、
１，３－ジメチルイミダゾリウムカチオン、１，３－ジエチルイミダゾリウムカチオン、
１－エチル－３－メチルイミダゾリウムカチオン、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウ
ムカチオン、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムカチオン、１－オクチル－３－メ
チルイミダゾリウムカチオン、１－デシル－３－メチルイミダゾリウムカチオン、１－ド
デシル－３－メチルイミダゾリウムカチオン、１－テトラデシル－３－メチルイミダゾリ
ウムカチオン、１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリウムカチオン、１－エチル－
２，３－ジメチルイミダゾリウムカチオン、１－ブチル－２，３－ジメチルイミダゾリウ
ムカチオン、１－へキシル－２，３－ジメチルイミダゾリウムカチオン、１，３－ジメチ
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ル－１，４，５，６－テトラヒドロピリミジニウムカチオン、１，２，３－トリメチル－
１，４，５，６－テトラヒドロピリミジニウムカチオン、１，２，３，４－テトラメチル
－１，４，５，６－テトラヒドロピリミジニウムカチオン、１，２，３，５－テトラメチ
ル－１，４，５，６－テトラヒドロピリミジニウムカチオン、１，３－ジメチル－１，４
－ジヒドロピリミジニウムカチオン、１，３－ジメチル－１，６－ジヒドロピリミジニウ
ムカチオン、１，２，３－トリメチル－１，４－ジヒドロピリミジニウムカチオン、１，
２，３－トリメチル－１，６－ジヒドロピリミジニウムカチオン、１，２，３，４－テト
ラメチル－１，４－ジヒドロピリミジニウムカチオン、１，２，３，４－テトラメチル－
１，６－ジヒドロピリミジニウムカチオンなどが挙げられる。
【００１９】
　式（Ｃ）で表されるカチオンとしてはピラゾリウムカチオン、ピラゾリニウムカチオン
などが挙げられる。具体例としては、１－メチルピラゾリウムカチオン、３－メチルピラ
ゾリウムカチオン、１－エチル－２－メチルピラゾリニウムカチオンなどが挙げられる。
【００２０】
　式（D）で表されるカチオンとしてはテトラアルキルアンモニウムカチオン、トリアル
キルスルホニウムカチオン、テトラアルキルホスホニウムカチオンや、上記アルキル基の
一部がアルケニル基やアルコキシル基、さらにはエポキシ基に置換されたものなどが挙げ
られる。
【００２１】
　具体例としては、テトラメチルアンモニウムカチオン、テトラエチルアンモニウムカチ
オン、テトラブチルアンモニウムカチオン、テトラヘキシルアンモニウムカチオン、トリ
エチルメチルアンモニウムカチオン、トリブチルエチルアンモニウムカチオン、トリメチ
ルデシルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエ
チル）アンモニウムカチオン、グリシジルトリメチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチル－Ｎ，Ｎ－ジプロピルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－ジヘキ
シルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニウムカチ
オン、トリメチルスルホニウムカチオン、トリエチルスルホニウムカチオン、トリブチル
スルホニウムカチオン、トリヘキシルスルホニウムカチオン、ジエチルメチルスルホニウ
ムカチオン、ジブチルエチルスルホニウムカチオン、ジメチルデシルスルホニウムカチオ
ン、テトラメチルホスホニウムカチオン、テトラエチルホスホニウムカチオン、テトラブ
チルホスホニウムカチオン、テトラヘキシルホスホニウムカチオン、トリエチルメチルホ
スホニウムカチオン、トリブチルエチルホスホニウムカチオン、トリメチルデシルホスホ
ニウムカチオン、ジアリルジメチルアンモニウムカチオン、などが挙げられる。
【００２２】
　中でもトリエチルメチルアンモニウムカチオン、トリブチルエチルアンモニウムカチオ
ン、トリメチルデシルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２
－メトキシエチル）アンモニウムカチオン、グリシジルトリメチルアンモニウムカチオン
、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－プロピルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ル－Ｎ－エチル－Ｎ－ブチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ
－ペンチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ヘキシルアンモ
ニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムカチオン、
Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ノニルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
Ｎ－プロピル－Ｎ－ブチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ
－ペンチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘキシルアン
モニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムカチオ
ン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメ
チル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ペンチ
ル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムカチオン、トリメチルヘプチルアンモニウムカチオン、Ｎ
，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－プロピルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－
Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－
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ヘプチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモ
ニウムカチオン、トリエチルメチルアンモニウムカチオン、トリエチルプロピルアンモニ
ウムカチオン、トリエチルペンチルアンモニウムカチオン、トリエチルヘプチルアンモニ
ウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ－エチルアンモニウムカチオン、Ｎ
，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジプロピ
ル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－
Ｎ－ペンチルアンモニウムカチオン、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ヘキシルアン
モニウムカチオン、トリオクチルメチルアンモニウムカチオン、Ｎ－メチル－Ｎ－エチル
－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムカチオンなどの非対称のテトラアルキルアン
モニウムカチオン、ジエチルメチルスルホニウムカチオン、ジブチルエチルスルホニウム
カチオン、ジメチルデシルスルホニウムカチオンなどのトリアルキルスルホニウムカチオ
ン、トリエチルメチルホスホニウムカチオン、トリブチルエチルホスホニウムカチオン、
トリメチルデシルホスホニウムカチオンなどの非対称のテトラアルキルホスホニウムカチ
オンが好ましく用いられる。
【００２３】
　一方、アニオン成分としては、イオン性液体になることを満足するものであれば特に限
定されず、例えばＣｌ－、Ｂｒ－、Ｉ－、ＡｌＣｌ４

－、Ａｌ２Ｃｌ７
－、ＢＦ４

－、Ｐ
Ｆ６

－、ＣｌＯ４
－、ＮＯ３

－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、ＣＨ３ＳＯ３
－、Ｃ

Ｆ３ＳＯ３
－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、ＡｓＦ６

－、ＳｂＦ

６
－、ＮｂＦ６

－、ＴａＦ６
－、Ｆ（ＨＦ）n

－、（ＣＮ）２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３
－、

（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－な
どが用いられる。なかでも特に、フッ素原子を含むアニオン成分は、低融点のイオン性化
合物が得られることから好ましく用いられる。
【００２４】
　本発明に用いられるイオン性液体の具体例としては、上記カチオン成分とアニオン成分
の組み合わせから適宜選択して用いられ、１－ブチルピリジニウムテトラフルオロボレー
ト、１－ブチルピリジニウムヘキサフルオロホスフェート、１－ブチル－３－メチルピリ
ジニウムテトラフルオロボレート、１－ブチル－３－メチルピリジニウムトリフルオロメ
タンスルホネート、１－ブチル－３－メチルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、１－ブチル－３－メチルピリジニウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－へキシルピリジニウムテトラフルオロボレート、２－メチル－１－
ピロリンテトラフルオロボレート、１－エチル－２－フェニルインドールテトラフルオロ
ボレート、１，２－ジメチルインドールテトラフルオロボレート、１－エチルカルバゾー
ルテトラフルオロボレート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレ
ート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムアセテート、１－エチル－３－メチルイミ
ダゾリウムトリフルオロアセテート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムヘプタフル
オロブチレート、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネー
ト、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート、１－エチ
ル－３－メチルイミダゾリウムジシアナミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビ
ス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－エチル－３－メチルイミダゾリウム
トリス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウ
ムテトラフルオロボレート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホス
フェート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロアセテート、１－ブチル
－３－メチルイミダゾリウムヘプタフルオロブチレート、１－ブチル－３－メチルイミダ
ゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムペル
フルオロブタンスルホネート、１－ブチル－３－メチルイミダゾリウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムブロミド、１－
へキシル－３－メチルイミダゾリウムクロライド、１－へキシル－３－メチルイミダゾリ
ウムテトラフルオロボレート、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロ
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ホスフェート、１－へキシル－３－メチルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネー
ト、１－オクチル－３－メチルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－オクチル－
３－メチルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェート、１－へキシル－２，３－ジメチ
ルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１，２－ジメチル－３－プロピルイミダゾリ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－メチルピラゾリウムテトラフル
オロボレート、３－メチルピラゾリウムテトラフルオロボレート、テトラヘキシルアンモ
ニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアリルジメチルアンモニウムテ
トラフルオロボレート、ジアリルジメチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート
、ジアリルジメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアリ
ルジメチルアンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ―ジエ
チル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムテトラフルオロボレート、
Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムトリフルオロ
メタンスルホネート、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル―Ｎ－（２－メトキシエチル）アン
モニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ―ジエチル―Ｎ―メチル
―Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イ
ミド、グリシジルトリメチルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、グリシジル
トリメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、グリシジルトリ
メチルアンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－ブチルピリジ
ニウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－ブチル－３－
メチルピリジニウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－
エチル－３－メチルイミダゾリウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセ
トアミド、ジアリルジメチルアンモニウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオ
ロアセトアミド、グリシジルトリメチルアンモニウム（トリフルオロメタンスルホニル）
トリフルオロアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－N－エチル－Ｎ－プロピルアンモニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－N－ブ
チルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ
－エチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－へキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリ
フルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－エチル－Ｎ－ノニルアンモ
ニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－ジプ
ロピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－
Ｎ－プロピル－Ｎ－ブチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ヘプ
チルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ
－ブチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ブチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ペンチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリメチルヘプチルアンモニウムビ
ス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－プロ
ピルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ
－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ
，Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスル
ホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル－Ｎ－プロピル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、トリエチルプロピルアンモニウムビス（トリフル
オロメタンスルホニル）イミド、トリエチルペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメ
タンスルホニル）イミド、トリエチルヘプチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンス
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ルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ－エチルアンモニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチル
アンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル－Ｎ－
ブチル－Ｎ－へキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，
Ｎ－ジプロピル－Ｎ，Ｎ－ジヘキシルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル
）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオ
ロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ－ジブチル－Ｎ－メチル－Ｎ－ヘキシルアンモニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリオクチルメチルアンモニウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ－メチル－Ｎ－エチル－Ｎ－プロピル－Ｎ
－ペンチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドなどが挙げられる
。
【００２５】
　前記のようなイオン性液体は、市販のものを使用してもよいが、下記のようにして合成
することも可能である。イオン性液体の合成方法としては、目的とするイオン性液体が得
られれば特に限定されないが、一般的には、文献“イオン性液体－開発の最前線と未来－
”[（株）シーエムシー出版発行]に記載されているような、ハロゲン化物法、水酸化物法
、酸エステル法、錯形成法、および中和法などが用いられる。
【００２６】
　下記にハロゲン化物法、水酸化物法、酸エステル法、錯形成法、および中和法について
含窒素オニウム塩を例にその合成方法について示すが、その他の含硫黄オニウム塩、含リ
ンオニウム塩などその他のイオン性液体についても同様の手法により得ることができる。
【００２７】
　ハロゲン化物法は、下記式（１）～（３）に示すような反応によって行われる方法であ
る。まず３級アミンとハロゲン化アルキルと反応させてハロゲン化物を得る。（反応式（
１）、ハロゲンとしては塩素、臭素、ヨウ素が用いられる）得られたハロゲン化物を目的
とするイオン性液体のアニオン構造（Ａ－）を有する酸（ＨＡ）あるいは塩（ＭＡ、Ｍは
アンモニウム、リチウム、ナトリウム、カリウムなど目的とするアニオンと塩を形成する
カチオン）と反応させて目的とするイオン性液体（Ｒ４ＮＡ）が得られる。
【００２８】
【化３】

　水酸化物法は、（４）～（８）に示すような反応によって行われる方法である。まずハ
ロゲン化物（Ｒ４ＮＸ）をイオン交換膜法電解（反応式（４））、ＯＨ型イオン交換樹脂
法（反応式（５））または酸化銀（Ａｇ２Ｏ）との反応（反応式（６））で水酸化物（Ｒ

４ＮＯＨ）を得る。（ハロゲンとしては塩素、臭素、ヨウ素が用いられる）得られた水酸
化物を上記ハロゲン化法と同様に反応式（７）～（８）の反応を用いて目的とするイオン
性液体（Ｒ４ＮＡ）が得られる。
【００２９】
【化４】
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　酸エステル法は、（９）～（１１）に示すような反応によって行われる方法である。ま
ず３級アミン（Ｒ３Ｎ）を酸エステルと反応させて酸エステル物を得る。（反応式（９）
、酸エステルとしては、硫酸、亜硫酸、りん酸、亜りん酸、炭酸などの無機酸のエステル
やメタンスルホン酸、メチルホスホン酸、蟻酸などの有機酸のエステルなどが用いられる
）得られた酸エステル物を上記ハロゲン化法と同様に反応式（１０）～（１１）の反応の
用いて目的とするイオン性液体（Ｒ４ＮＡ）が得られる。また、酸エステルとしてメチル
トリフルオロメタンスルホネート、メチルトリフルオロアセテートなどを用いることによ
り、直接イオン性液体を得ることもできる。
【００３０】
【化５】

　錯形成法は、（１２）～（１５）に示すような反応によって行われる方法である。まず
４級アンモニウムのハロゲン化物（Ｒ４ＮＸ）、４級アンモニウムの水酸化物（Ｒ４ＮＯ
Ｈ）、４級アンモニウムの炭酸エステル化物（Ｒ４ＮＯＣＯ２ＣＨ３）などをフッ化水素
（ＨＦ）やフッ化アンモニウム（ＮＨ４Ｆ）と反応させてフッ化４級アンモニウム塩を得
る。（反応式（１２）～（１４））得られたフッ化４級アンモニウム塩をＢＦ３，ＡｌＦ

３，ＰＦ５，ＡＳＦ５，ＳｂＦ５，ＮｂＦ５，ＴａＦ５などのフッ化物と錯形成反応によ
り、イオン性液体を得ることができる。（反応式（１５））
【００３１】
【化６】

　中和法は、（１６）に示すような反応によって行われる方法である。３級アミンとＨＢ
Ｆ４，ＨＰＦ６，ＣＨ３ＣＯＯＨ，ＣＦ３ＣＯＯＨ，ＣＦ３ＳＯ３Ｈ，（ＣＦ３ＳＯ２）

２ＮＨ，（ＣＦ３ＳＯ２）３ＣＨ，（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２ＮＨなどの有機酸とを反応させ
ることにより得ることができる。
【００３２】

【化７】

　上記の式（１）～（１６）記載のＲは、水素または炭素数１から２０の炭化水素基を表
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し、ヘテロ原子を含んでも良い。
【００３３】
　イオン性液体の配合量としては、使用するアクリル系ポリマーとイオン性液体の相溶性
により変わるため一概に定義することができないが、一般的にはベースポリマー１００重
量部に対して、０．０１～４０重量部が好ましく、０．０３～２０重量部がより好ましく
、０．０５～１０重量％が最も好ましい。０．０１重量部未満であると十分な帯電防止特
性が得られず、４０重量部を超えると被着体への汚染が増加する傾向がある。
【００３４】
　本発明では、ベースポリマーとしてガラス転移温度Ｔｇが０℃以下のポリマーが用いら
れるが、好ましくはＴｇが－１００～－５℃であり、より好ましくはＴｇが－８０～－１
０℃である。ガラス転移温度Ｔｇが０℃を超えると、イオン性液体を含有する場合でも、
十分な粘着力を得るのが困難になる。
【００３５】
　かかるポリマーとしては、炭素数１～１４のアルキル基を有すアクリレートおよび／ま
たはメタクリレートの１種または２種以上を主成分とするアクリル系ポリマー、天然ゴム
、スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体（ＳＩＳブロック共重合体）、スチ
レン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（ＳＢＳブロック共重合体）、スチレン－
エチレン・ブチレン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳブロック共重合体）、スチレ
ン－ブタジエンゴム、ポリブタジエン、ポリイソプレン、ポリイソブチレン、ブチルゴム
、クロロプレンゴム、シリコーンゴムなどの粘着剤のポリマーとして一般的に適用される
ポリマーが挙げられる。
【００３６】
　これらの中でもイオン性液体との相溶性のバランスおよび優れた粘着特性が得られるこ
とから炭素数１～１４のアルキル基を有すアクリレートおよび／またはメタクリレートの
１種または２種以上を主成分とするアクリル系ポリマーが好ましく用いられる。
【００３７】
　炭素数１～１４のアルキル基を有すアクリレートおよび／またはメタクリレートの１種
または２種以上を主成分とするアクリル系ポリマーとしては、炭素数が１～１４のアルキ
ル基を有すアクリレートおよび／またはメタクリレート｛以下（メタ）アクリレートと称
す。｝の１種または２種以上を５０～１００重量％含有する単量体を主成分とした重量平
均分子量１０万以上のアクリル系ポリマーが用いられる。
【００３８】
　炭素数１～１４のアルキル基を有す（メタ）アクリレートの具体例としては、メチル（
メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、
ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）
アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリ
レート、イソオクチル（メタ）アクリレート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、イソノ
ニル（メタ）アクリレート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アク
リレート、ｎ－ドデシル（メタ）アクリレート、ｎ－トリデシル（メタ）アクリレート、
ｎ－テトラデシル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
【００３９】
　その他の成分としては、粘着性能のバランスが取りやすい理由からＴｇが０℃以下（通
常－１００℃以上）になるようにして、適宜スルホン酸基含有モノマー、リン酸基含有モ
ノマー、シアノ基含有モノマー、ビニルエステル類、芳香族ビニル化合物などの凝集力・
耐熱性向上成分や、カルボキシル基含有モノマー、酸無水物基含有モノマー、ヒドロキシ
ル基含有モノマー、アミド基含有モノマー、アミノ基含有モノマー、エポキシ基含有モノ
マー、Ｎ－アクリロイルモルホリン、ビニルエーテル類等の接着力向上や架橋化基点とし
て働く官能基を有す成分を用いることができる。その他の成分は１種または２種以上併用
して用いることができる。
【００４０】
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　但し、カルボキシル基、スルホン酸基、りん酸基などの酸官能基を有すアクリレートお
よび／またはメタクリレートを用いる場合は、アクリル系ポリマーの酸価が２９以下にな
るように調整する方が好ましい。アクリル系ポリマーの酸価が２９を超えると、帯電防止
特性が悪くなる傾向にある。
【００４１】
　酸価の調整は、酸官能基を有すアクリレートおよび／またはメタクリレートの配合量に
より調整でき、例えばカルボキシル基を有すアクリル系ポリマーとして２－エチルヘキシ
ルアクリレートとアクリル酸を共重合したアクリル系ポリマーが挙げられるが、この場合
、２－エチルヘキシルアクリレートとアクリル酸の合計量１００重量部に対して、アクリ
ル酸は３．７重量部以下に調整することで上記酸価の値を満足することが出来る。
【００４２】
　スルホン酸基含有モノマーとしては、スチレンスルホン酸、アリルスルホン酸、２－（
メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパ
ンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナフ
タレンスルホン酸などがあげられる。
【００４３】
　リン酸基含有モノマーとしては２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェートがあげ
られる。シアノ基含有モノマーとしてはアクリロニトリルがあげられる。ビニルエステル
類としては酢酸ビニルがあげられる。芳香族ビニル化合物としてはスチレンがあげられる
。
【００４４】
　カルボキシル基含有モノマーとしては（メタ）アクリル酸、カルボキシエチル（メタ）
アクリレート、カルボキシペンチル（メタ）アクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フ
マル酸、クロトン酸などがあげられる。
【００４５】
　酸無水物基含有モノマーとしては無水マレイン酸、無水イタコン酸などがあげられる。
【００４６】
　ヒドロキシル基含有モノマーとしては２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２
－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレー
ト、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、８－ヒドロキシオクチル（メタ）ア
クリレート、１０－ヒドロキシデシル（メタ）アクリレート、１２－ヒドロキシラウリル
（メタ）アクリレート、（４－ヒドロキシメチルシクロヘキシル）メチルアクリレート、
Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、ビニルアルコール、アリルアルコール、２－ヒ
ドロキシエチルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、ジエチレングリ
コールモノビニルエーテルなどがあげられる。
【００４７】
　アミド基含有モノマーとしてはアクリルアミド、ジエチルアクリルアミドがあげられる
。アミノ基含有モノマーとしてはＮ，Ｎ－ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、
Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル（メタ）アクリレートがあげられる。エポキシ基含有モ
ノマーとしてはグリシジル（メタ）アクリレート、アリルグリシジルエーテルなどがあげ
られる。ビニルエーテル類としてはビニルエチルエーテルがあげられる。
【００４８】
　前記アクリル系ポリマーは、溶液重合、乳化重合、塊状重合、懸濁重合などアクリル系
ポリマーの合成手法として一般的に用いられる重合方法によって得られる。
【００４９】
　本発明における粘着剤組成物は、ベースポリマー、特にアクリル系ポリマーを適宜架橋
することで、更に耐熱性に優れた粘着剤層が得られる。架橋方法の具体的手段としては、
イソシアネート化合物、エポキシ化合物、アジリジン化合物などアクリル系ポリマーに適
宜架橋化基点として含ませたカルボキシル基、ヒドロキシル基、アミノ基、アミド基など
と反応しうる基を有する化合物を添加し反応させるいわゆる架橋剤を用いる方法がある。
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【００５０】
　このうち、イソシアネート化合物としては、トリレンジイソシアネート、キシレンジイ
ソシアネートなどの芳香族イソシアネート、イソホロンジイソシアネートなどの脂環族イ
ソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネートなどの脂肪族イソシアネートなどが挙げ
られる。中でも、主に適度な凝集力を得る観点から、イソシアネート化合物やエポキシ化
合物が特に好ましく用いられる。これらの化合物は、単独で使用してもよく、また２種以
上を混合して使用してもよい。
【００５１】
　より具体的には、イソシアネート化合物としては、たとえばブチレンジイソシアネート
、ヘキサメチレンジイソシアネートなどの低級脂肪族ポリイソシアネート類、シクロペン
チレンジイソシアネート、シクロヘキシレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネ
ートなどの脂環族イソシアネート類、２，４－トリレンジイソシアネート、４，４′－ジ
フェニルメタンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネートなどの芳香族ジイソシア
ネート類、トリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コ
ロネートＬ），トリメチロールプロパン／ヘキサメチレンジイソシアネート３量体付加物
（商品名コロネートＨＬ）、ヘキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体（商
品名コロネートＨＸ）［いずれも日本ポリウレタン工業（株）製］などのイソシアネート
付加物などが挙げられる。
【００５２】
　エポキシ化合物としてはＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミ
ン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ）や１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シ
クロヘキサン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ）［いずれも三菱瓦斯化学（株）製］などが挙げ
られる。
【００５３】
　これらの架橋剤は単独で、または２種以上の混合系で使用される。架橋剤の使用量は、
架橋すべきアクリル系ポリマーとのバランスにより、さらには、粘着型光学部材としての
使用用途によって適宜選択される。アクリル粘着剤の凝集力により充分な耐熱性を得るに
は一般的には、上記アクリル系ポリマー１００重量部に対して、０．０１重量部以上配合
するのが好ましい。また柔軟性、接着性の点から上記アクリル系ポリマー１００重量部に
対して、１５重量部以下で配合するのが好ましい。
【００５４】
　また、実質的な架橋剤として放射線反応性不飽和結合を２個以上有する多官能モノマー
として添加し、放射線などで架橋させることもできる。放射線反応性不飽和結合を２個以
上有する多官能モノマーとしてはビニル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル
ベンジル基の如き放射線の照射で架橋処理（硬化）しうる１種または２種以上の放射線反
応性を２個以上有する多官能モノマー成分が用いられる。なお一般的には放射線反応性不
飽和結合が１０個以下のものが好適に用いられる。多官能モノマーは２種以上を併用する
ことも可能である。
【００５５】
　多官能モノマーの具体例としては、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリ
レート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、１，６へキサンジオールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト、ジビニルベンゼン、Ｎ，Ｎ’－メチレンビスアクリルアミドなど挙げられる。
【００５６】
　多官能モノマーの使用量は、架橋すべきアクリル系ポリマーとのバランスにより、さら
には、粘着シートとしての使用用途によって適宜選択される。アクリル粘着剤の凝集力に
より充分な耐熱性を得るには一般的には、アクリル系ポリマー１００重量部に対して０．
１～３０重量部で配合するのが好ましい。また柔軟性、接着性の点からアクリル系ポリマ
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ー１００重量部に対して、１０重量部以下で配合するのがより好ましい。
【００５７】
　放射線としては、例えば、紫外線、レーザー線、α線、β線、γ線、x線、電子線など
が挙げられるが、制御性および取り扱い性の良さ、コストの点から紫外線が好適に用いら
れる。より好ましくは、波長２００～４００ｎｍの紫外線が用いられる。紫外線は、高圧
水銀灯、マイクロ波励起型ランプ、ケミカルランプなどの適宜光源を用いて照射すること
ができる。なお、放射線として紫外線を用いる場合にはアクリル粘着剤に光重合開始剤を
添加する。
【００５８】
　光重合開始剤としては、放射線反応性成分の種類に応じ、その重合反応の引金となり得
る適当な波長の紫外線を照射することによりラジカルもしくはカチオンを生成する物質で
あればよい。
【００５９】
　光ラジカル重合開始剤として例えば、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾ
インエチルエーテル、o－ベンゾイル安息香酸メチル－ｐ－ベンゾインエチルエーテル、
ベンゾインイソプロピルエーテル、α－メチルベンゾイン等のベンゾイン類、ベンジルジ
メチルケタール、トリクロルアセトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、１－
ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等のアセトフェノン類、２－ヒドロキシ－２－
メチルプロピオフェノン、２－ヒドロキシ－４’－イソプロピル－２－メチルプロピオフ
ェノン等のプロピオフェノン類、ベンゾフェノン、メチルベンゾフェノン、ｐ－クロルベ
ンゾフェノン、ｐ－ジメチルアミノベンゾフニノン等のベンゾフェノン類、２－クロルチ
オキサントン、２－エチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサントン等のチオキ
サントン類、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニルホスフィンオキサイ
ド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、（２，４，６
－トリメチルベンゾイル）－（エトキシ）－フェニルホスフィンオキサイド等のアシルフ
ォスフィンオキサイド類、ベンジル、ジベンゾスベロン、α－アシルオキシムエステルな
どが挙げられる。
【００６０】
　光カチオン重合開始剤として例えば、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ヨードニウム塩、
芳香族スルホニウム塩等のオニウム塩や、鉄－アレン錯体、チタノセン錯体、アリールシ
ラノール－アルミニウム錯体などの有機金属錯体類、ニトロベンジルエステル、スルホン
酸誘導体、リン酸エステル、スルホン酸誘導体、リン酸エステル、フェノールスルホン酸
エステル、ジアゾナフトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドスルホナートなどが挙げられる。
上記光重合開始剤については、２種以上併用することも可能である。
【００６１】
　光重合開始剤は、アクリル系ポリマー１００重量部に対し、通常０．１～１０重量部、
好ましくは０．２～７重量部の範囲で配合するのが好ましい。
【００６２】
　さらにアミン類などの光開始重合助剤を併用することも可能である。前記光開始助剤と
しては、２－ジメチルアミノエチルベンゾエート、ジメチルアミノアセトフェノン、ｐ－
ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソアミルエステ
ルなどがあげられる。上記光重合開始助剤については、２種以上併用することも可能であ
る。重合開始助剤は、アクリル系ポリマー１００重量部に対し、０．０５～１０重量部、
さらには０．１～７重量部の範囲で配合するのが好ましい。
【００６３】
　本発明における粘着剤組成物には、更にエチレンオキシド基含有化合物を含有させるこ
とも可能である。エチレンオキシド基含有化合物としては、エチレンオキシド基を有する
化合物であれば特に限定されないが、ポリオキシエチレンアルキルアミン、ポリオキシエ
チレンジアミン、エチレングリコール基含有アクリル系ポリマー、エチレンオキシド基含
有ポリエーテル系ポリマー、エチレンオキシド基含有ポリエーテルエステルアミド、エチ
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レンオキシド基含有ポリエーテルアミドイミド、ポリオキシエチレングリコール脂肪酸エ
ステル、ポリオキシソルビタン酸脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルフェニル
エーテル、ポリオキシエチレンアルキルエーテルなどが挙げられる。
【００６４】
　エチレンオキシド基含有化合物の配合量としては、ベースポリマー１００重量部に対し
て、０．０１～４０重量部、好ましくは０．１重量部～２０重量部である。０．０１重量
部未満であると十分な帯電特性が得られず、４０重量部を超えると被着体へのブリードが
増加して、粘着力が低下する傾向にある。
【００６５】
　さらに本発明の粘着型光学部材に用いられる粘着剤には、従来公知の各種の粘着付与剤
や表面潤滑剤、レベリング剤、酸化防止剤、腐食防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合
禁止剤、シランカップリンング剤、無機または有機の充項剤、金属粉、顔料などの粉体、
粒子状、箔状物などの従来公知の各種の添加剤を使用する用途に応じて適宜添加すること
が出来る。
【００６６】
　本発明の粘着型光学部材は、以上のごとき粘着剤組成物を含有する粘着剤層を、通常厚
み３～２００μｍ、好ましくは１０～１００μｍ程度となるように、光学部材の片面又は
両面に形成したものである。粘着剤層の形成は、光学部材に直接塗布する方法や、一旦別
の基材（例えば剥離ライナーなど）に塗布形成したものを転写する方法等によって行うこ
とができる。
【００６７】
　粘着剤層の塗布形成方法としては粘着テープの製造に用いられる公知の方法が用いられ
、具体的にはロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロールブラッシュ、スプ
レーコート、エアーナイフコート法などが挙げられる。
【００６８】
　光学部材としては各種の表示装置等の製造に用いられるものが使用され、その種類は特
に制限されないが、例えば偏光板、位相差板、輝度向上板、又は防眩シートなどを含むも
のである。なお、光学部材は、偏光板と位相差板を積層したものや位相差板の積層体、偏
光板と輝度向上板または防眩シートの積層体など、光学素材を２層以上種層したものであ
ってもよい。
【００６９】
　例えば、偏光板は偏光子の片面または両面には透明保護フィルムを有するものが一般に
用いられる。
【００７０】
　偏光子は、特に制限されず、各種のものを使用できる。偏光子としては、たとえば、ポ
リビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エ
チレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性高分子フィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等ポリエン系配向フィルム等があげられる。こ
れらのなかでもポリビニルアルコール系フィルムとヨウ素などの二色性物質からなる偏光
子が好適である。これら偏光子の厚さは特に制限されないが、フィルムとしての強度およ
び延伸時の均質性を考慮して１μｍ～１ｍｍが好ましく、２０μｍ～２００μｍがより好
ましい。
【００７１】
　ポリビニルアルコール系フィルムをヨウ素で染色し一軸延伸した偏光子は、たとえば、
ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７倍
に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等を
含んでいてもよいヨウ化カリウムなどの水溶液に浸漬することもできる。さらに必要に応
じて染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗してもよい。ポリビ
ニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表面の汚れ
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やブロッキング防止剤を洗浄することができるほかに、ポリビニルアルコール系フィルム
を膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸はヨウ素で染色
した後に行っても良いし、染色しながら延伸してもよいし、また延伸してからヨウ素で染
色してもよい。ホウ酸やヨウ化カリウムなどの水溶液中や水浴中でも延伸することができ
る。
【００７２】
　前記偏光子の片面または両面に設けられる透明保護フィルムを形成する材料としては、
透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮蔽性、等方性などに優れるものが好ましい。例え
ば、ポリエチレンテレフタレートやポリエチレンナフタレート等のポリエステル系ポリマ
ー、ジアセチルセルロースやトリアセチルセルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメ
チルメタクリレート等のアクリル系ポリマー、ポリスチレンやアクリロニトリル・スチレ
ン共重合体（ＡＳ樹脂）等のスチレン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーなどがあ
げられる。また、ポリエチレン、ポリプロピレン、シクロ系ないしはノルボルネン構造を
有するポリオレフィン、エチレン・プロピレン共重合体の如きポリオレフィン系ポリマー
、塩化ビニル系ポリマー、ナイロンや芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系
ポリマー、スルホン系ポリマー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテ
ルケトン系ポリマー、ポリフェニレンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマ
ー、塩化ビニリデン系ポリマー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、
ポリオキシメチレン系ポリマー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーのブレンド物
なども前記透明保護フィルムを形成するポリマーの例としてあげられる。透明保護フィル
ムは、アクリル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱
硬化型、紫外線硬化型の樹脂の硬化層として形成することもできる。
【００７３】
　また、特開２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７００７）に記載のポリマー
フィルム、たとえば、（Ａ）側鎖に置換および／または非置換イミド基を有する熱可塑性
樹脂と、（Ｂ）側鎖に置換および／非置換フェニルならびにニトリル基を有する熱可塑性
樹脂を含有する樹脂組成物があげられる。具体例としてはイソブチレンとＮ－メチルマレ
イミドからなる交互共重合体とアクリロニトリル・スチレン共重合体とを含有する樹脂組
成物のフィルムがあげられる。フィルムは樹脂組成物の混合押出品などからなるフィルム
を用いることができる。
【００７４】
　保護フィルムの厚さは、適宜に決定しうるが、一般には強度や取扱性等の作業性、薄層
性などの点より１～５００μｍ程度である。特に１～３００μｍが好ましく、５～２００
μｍがより好ましい。
【００７５】
　また、保護フィルムは、できるだけ色付きがないことが好ましい。したがって、Ｒｔｈ
＝［（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ］・ｄ（ただし、ｎｘ、ｎｙはフィルム平面内の主屈折率
、ｎｚはフィルム厚方向の屈折率、ｄはフィルム厚みである）で表されるフィルム厚み方
向の位相差値が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍである保護フィルムが好ましく用いられる。かか
る厚み方向の位相差値（Ｒｔｈ）が－９０ｎｍ～＋７５ｎｍのものを使用することにより
、保護フィルムに起因する偏光板の着色（光学的な着色）をほぼ解消することができる。
厚み方向位相差値（Ｒｔｈ）は、さらに好ましくは－８０ｎｍ～＋６０ｎｍ、特に－７０
ｎｍ～＋４５ｎｍが好ましい。
【００７６】
　保護フィルムとしては、偏光特性や耐久性などの点より、トリアセチルセルロース等の
セルロース系ポリマーが好ましい。特にトリアセチルセルロースフィルムが好適である。
なお、偏光子の両側に保護フィルムを設ける場合、その表裏で同じポリマー材料からなる
保護フィルムを用いてもよく、異なるポリマー材料等からなる保護フィルムを用いてもよ
い。前記偏光子と保護フィルムとは通常、水系粘着剤等を介して密着している。水系接着
剤としては、イソシアネート系接着剤、ポリビニルアルコール系接着剤、ゼラチン系接着
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剤、ビニル系ラテックス系、水系ポリウレタン、水系ポリエステル等を例示できる。
【００７７】
　前記透明保護フィルムの偏光子を接着させない面には、ハードコート層や反射防止処理
、スティッキング防止や、拡散ないしアンチグレアを目的とした処理を施したものであっ
てもよい。
【００７８】
　ハードコート処理は偏光板表面の傷付き防止などを目的に施されるものであり、例えば
アクリル系、シリコーン系などの適宜な紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れ
る硬化皮膜を透明保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反
射防止処理は偏光板表面での外光の反射防止を目的に施されるものであり、従来に準じた
反射防止膜などの形成により達成することができる。また、スティッキング防止処理は隣
接層との密着防止を目的に施される。
【００７９】
　またアンチグレア処理は偏光板の表面で外光が反射して偏光板透過光の視認を阻害する
ことの防止等を目的に施されるものであり、例えばサンドブラスト方式やエンボス加工方
式による粗面化方式や透明微粒子の配合方式などの適宜な方式にて透明保護フィルムの表
面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造の
形成に含有させる微粒子としては、例えば平均粒子径が０．５～５０μｍのシリカ、アル
ミナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモ
ン等からなる導電性のこともある無機系微粒子、架橋又は未架橋のポリマー等からなる有
機系微粒子などの透明微粒子が用いられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微粒子の
使用量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００重量部に対して一般的に２～５０
重量部程度であり、５～２５重量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散
して視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい
。
【００８０】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層やアンチグレア層等は、透明保
護フィルムそのものに設けることができるほか、別途光学層として透明保護フィルムとは
別体のものとして設けることもできる。
【００８１】
　例えばアンチグレア層をシート状に形成したり、透明基材上に形成したものが、防眩シ
ートとなる。防眩シートの厚みは特に限定されないが、シートとしての強度を考慮して１
μｍ～１ｍｍが好ましく用いられる。
【００８２】
　また本発明の光学部材としては、例えば反射板や半透過板、位相差板（１／2 や１／４
等の波長板を含む）、視角補償フィルム、輝度向上フィルムなどの液晶表示装置等の形成
に用いられることのある光学層となるものがあげられる。これらは単独で本発明の光学部
材として用いることができる他、前記偏光板に、実用に際して積層して、１層または２層
以上用いることができる。
【００８３】
　特に、偏光板に更に反射板または半透過反射板が積層されてなる反射型偏光板または半
透過型偏光板、偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板、偏光
板に更に視角補償フィルムが積層されてなる広視野角偏光板、あるいは偏光板に更に輝度
向上フィルムが積層されてなる偏光板が好ましい。
【００８４】
　反射型偏光板は、偏光板に反射層を設けたもので、視認側（表示側）からの入射光を反
射させて表示するタイプの液晶表示装置などを形成するためのものであり、バックライト
等の光源の内蔵を省略できて液晶表示装置の薄型化を図りやすいなどの利点を有する。反
射型偏光板の形成は、必要に応じ透明保護層等を介して偏光板の片面に金属等からなる反
射層を付設する方式などの適宜な方式にて行うことができる。
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【００８５】
　反射型偏光板の具体例としては、必要に応じマット処理した透明保護フィルムの片面に
、アルミニウム等の反射性金属からなる箔や蒸着膜を付設して反射層を形成したものなど
があげられる。また前記透明保護フィルムに微粒子を含有させて表面微細凹凸構造とし、
その上に微細凹凸構造の反射層を有するものなどもあげられる。前記した微細凹凸構造の
反射層は、入射光を乱反射により拡散させて指向性やギラギラした見栄えを防止し、明暗
のムラを抑制しうる利点などを有する。また微粒子含有の透明保護フィルムは、入射光及
びその反射光がそれを透過する際に拡散されて明暗ムラをより抑制しうる利点なども有し
ている。透明保護フィルムの表面微細凹凸構造を反映させた微細凹凸構造の反射層の形成
は、例えば真空蒸着方式、イオンプレーティング方式、スパッタリング方式等の蒸着方式
やメッキ方式などの適宜な方式で金属を透明保護層の表面に直接付設する方法などにより
行うことができる。
【００８６】
　反射板は前記の偏光板の透明保護フィルムに直接付与する方式に代えて、その透明フィ
ルムに準じた適宜なフィルムに反射層を設けてなる反射シートなどとして用いることもで
きる。なお反射層は、通常、金属からなるので、その反射面が透明保護フィルムや偏光板
等で被覆された状態の使用形態が、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の
長期持続の点や、保護層の別途付設の回避の点などより好ましい。
【００８７】
　なお、半透過型偏光板は、上記において反射層で光を反射し、かつ透過するハーフミラ
ー等の半透過型の反射層とすることにより得ることができる。半透過型偏光板は、通常液
晶セルの裏側に設けられ、液晶表示装置などを比較的明るい雰囲気で使用する場合には、
視認側（表示側）からの入射光を反射させて画像を表示し、比較的暗い雰囲気においては
、半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバックライト等の内蔵光源を使用して
画像を表示するタイプの液晶表示装置などを形成できる。すなわち、半透過型偏光板は、
明るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネルギーを節約でき、比較的暗い雰
囲気下においても内蔵光源を用いて使用できるタイプの液晶表示装置などの形成に有用で
ある。
【００８８】
　偏光板に更に位相差板が積層されてなる楕円偏光板または円偏光板について説明する。
直線偏光を楕円偏光または円偏光に変えたり、楕円偏光または円偏光を直線偏光に変えた
り、あるいは直線偏光の偏光方向を変える場合に、位相差板などが用いられる。特に、直
線偏光を円偏光に変えたり、円偏光を直線偏光に変える位相差板としては、いわゆる１／
４波長板（λ／４板とも言う）が用いられる。１／２波長板（λ／２板とも言う）は、通
常、直線偏光の偏光方向を変える場合に用いられる。
【００８９】
　楕円偏光板はスーパーツイストネマチック（ＳＴＮ）型液晶表示装置の液晶層の複屈折
により生じた着色（青又は黄）を補償（防止）して、前記着色のない白黒表示する場合な
どに有効に用いられる。更に、三次元の屈折率を制御したものは、液晶表示装置の画面を
斜め方向から見た際に生じる着色も補償（防止）することができて好ましい。円偏光板は
、例えば画像がカラー表示になる反射型液晶表示装置の画像の色調を整える場合などに有
効に用いられ、また、反射防止の機能も有する。
【００９０】
　位相差板としては、高分子素材を一軸または二軸延伸処理してなる複屈折性フィルム、
液晶ポリマーの配向フィルム、液晶ポリマーの配向層をフィルムにて支持したものなどが
あげられる。位相差板の厚さも特に制限されないが、２０～１５０μｍ程度が一般的であ
る。
【００９１】
　高分子素材としては、たとえば、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリ
メチルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロー
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ス、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリカーボネート、ポリアリレ
ート、ポリスルホン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエ
ーテルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリアリル
スルホン、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリイミド、ポリオレフィン、ポリ塩化
ビニル、セルロース系重合体、ノルボルネン系樹脂、またはこれらの二元系、三元系各種
共重合体、グラフト共重合体、ブレンド物などがあげられる。これら高分子素材は延伸等
により配向物（延伸フィルム）となる。
【００９２】
　液晶性ポリマーとしては、たとえば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メ
ソゲン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の各種のものなどがあげら
れる。主鎖型の液晶性ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサ部でメソゲ
ン基を結合した構造の、例えばネマチック配向性のポリエステル系液晶性ポリマー、ディ
スコティックポリマーやコレステリックポリマーなどがあげられる。側鎖型の液晶性ポリ
マーの具体例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレート又はポ
リマロネートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサ部を介してネ
マチック配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどがあ
げられる。これら液晶性ポリマーは、たとえば、ガラス板上に形成したポリイミドやポリ
ビニルアルコール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化珪素を斜方蒸着したもの
などの配向処理面上に液晶性ポリマーの溶液を展開して熱処理することにより行われる。
　　　
【００９３】
　位相差板は、例えば各種波長板や液晶層の複屈折による着色や視角等の補償を目的とし
たものなどの使用目的に応じた適宜な位相差を有するものであってよく、２種以上の位相
差板を積層して位相差等の光学特性を制御したものなどであってもよい。
【００９４】
　また上記の楕円偏光板や反射型楕円偏光板は、偏光板又は反射型偏光板と位相差板を適
宜な組合せで積層したものである。かかる楕円偏光板等は、（反射型）偏光板と位相差板
の組合せとなるようにそれらを液晶表示装置の製造過程で順次別個に積層することによっ
ても形成しうるが、前記の如く予め楕円偏光板等の光学部材としたものは、品質の安定性
や積層作業性等に優れて液晶表示装置などの製造効率を向上させうる利点がある。
【００９５】
　視角補償フィルムは、液晶表示装置の画面を、画面に垂直でなくやや斜めの方向から見
た場合でも、画像が比較的鮮明にみえるように視野角を広げるためのフィルムである。こ
のような視角補償位相差板としては、例えば位相差板、液晶ポリマー等の配向フィルムや
透明基材上に液晶ポリマー等の配向層を支持したものなどからなる。通常の位相差板は、
その面方向に一軸に延伸された複屈折を有するポリマーフィルムが用いられるのに対し、
視角補償フィルムとして用いられる位相差板には、面方向に二軸に延伸された複屈折を有
するポリマーフィルムとか、面方向に一軸に延伸され厚さ方向にも延伸された厚さ方向の
屈折率を制御した複屈折を有するポリマーや傾斜配向フィルムのような二方向延伸フィル
ムなどが用いられる。傾斜配向フィルムとしては、例えばポリマーフィルムに熱収縮フィ
ルムを接着して加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延伸処理又は／及び
収縮処理したものや、液晶ポリマーを斜め配向させたものなどが挙げられる。位相差板の
素材原料ポリマーは、先の位相差板で説明したポリマーと同様のものが用いられ、液晶セ
ルによる位相差に基づく視認角の変化による着色等の防止や良視認の視野角の拡大などを
目的とした適宜なものを用いうる。
【００９６】
　また良視認の広い視野角を達成する点などより、液晶ポリマーの配向層、特にディスコ
ティック液晶ポリマーの傾斜配向層からなる光学的異方性層をトリアセチルセルロースフ
ィルムにて支持した光学補償位相差板が好ましく用いうる。
【００９７】
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　偏光板と輝度向上フィルムを貼り合わせた偏光板は、通常液晶セルの裏側サイドに設け
られて使用される。輝度向上フィルムは、液晶表示装置などのバックライトや裏側からの
反射などにより自然光が入射すると所定偏光軸の直線偏光または所定方向の円偏光を反射
し、他の光は透過する特性を示すもので、輝度向上フィルムを偏光板と積層した偏光板は
、バックライト等の光源からの光を入射させて所定偏光状態の透過光を得ると共に、前記
所定偏光状態以外の光は透過せずに反射される。この輝度向上フィルム面で反射した光を
更にその後ろ側に設けられた反射層等を介し反転させて輝度向上フィルムに再入射させ、
その一部又は全部を所定偏光状態の光として透過させて輝度向上フィルムを透過する光の
増量を図ると共に、偏光子に吸収させにくい偏光を供給して液晶表示画像表示等に利用し
うる光量の増大を図ることにより輝度を向上させうるものである。すなわち、輝度向上フ
ィルムを使用せずに、バックライトなどで液晶セルの裏側から偏光子を通して光を入射し
た場合には、偏光子の偏光軸に一致していない偏光方向を有する光は、ほとんど偏光子に
吸収されてしまい、偏光子を透過してこない。すなわち、用いた偏光子の特性によっても
異なるが、およそ５０％の光が偏光子に吸収されてしまい、その分、液晶画像表示等に利
用しうる光量が減少し、画像が暗くなる。輝度向上フィルムは、偏光子に吸収されるよう
な偏光方向を有する光を偏光子に入射させずに輝度向上フィルムで一旦反射させ、更にそ
の後ろ側に設けられた反射層等を介して反転させて輝度向上フィルムに再入射させること
を繰り返し、この両者間で反射、反転している光の偏光方向が偏光子を通過し得るような
偏光方向になった偏光のみを、輝度向上フィルムは透過させて偏光子に供給するので、バ
ックライトなどの光を効率的に液晶表示装置の画像の表示に使用でき、画面を明るくする
ことができる。
【００９８】
　輝度向上フィルムと上記反射層等の間に拡散板を設けることもできる。輝度向上フィル
ムによって反射した偏光状態の光は上記反射層等に向かうが、設置された拡散板は通過す
る光を均一に拡散すると同時に偏光状態を解消し、非偏光状態となる。すなわち、拡散板
は偏光を元の自然光状態にもどす。この非偏光状態、すなわち自然光状態の光が反射層等
に向かい、反射層等を介して反射し、再び拡散板を通過して輝度向上フィルムに再入射す
ることを繰り返す。このように輝度向上フィルムと上記反射層等の間に、偏光を元の自然
光状態にもどす拡散板を設けることにより表示画面の明るさを維持しつつ、同時に表示画
面の明るさのむらを少なくし、均一で明るい画面を提供することができる。かかる拡散板
を設けることにより、初回の入射光は反射の繰り返し回数が程よく増加し、拡散板の拡散
機能と相俟って均一の明るい表示画面を提供することができたものと考えられる。
【００９９】
　前記の輝度向上フィルムとしては、例えば誘電体の多層薄膜や屈折率異方性が相違する
薄膜フィルムの多層積層体の如き、所定偏光軸の直線偏光を透過して他の光は反射する特
性を示すもの、コレステリック液晶ポリマーの配向フィルムやその配向液晶層をフィルム
基材上に支持したものの如き、左回り又は右回りのいずれか一方の円偏光を反射して他の
光は透過する特性を示すものなどの適宜なものを用いうる。
【０１００】
　従って、前記した所定偏光軸の直線偏光を透過させるタイプの輝度向上フィルムでは、
その透過光をそのまま偏光板に偏光軸を揃えて入射させることにより、偏光板による吸収
ロスを抑制しつつ効率よく透過させることができる。一方、コレステリック液晶層の如く
円偏光を投下するタイプの輝度向上フィルムでは、そのまま偏光子に入射させることもで
きるが、吸収ロスを抑制する点よりその円偏光を位相差板を介し直線偏光化して偏光板に
入射させることが好ましい。なお、その位相差板として１／４波長板を用いることにより
、円偏光を直線偏光に変換することができる。
【０１０１】
　可視光域等の広い波長範囲で１／４波長板として機能する位相差板は、例えば波長５５
０ｎｍの淡色光に対して１／４波長板として機能する位相差層と他の位相差特性を示す位
相差層、例えば１／２波長板として機能する位相差層とを重畳する方式などにより得るこ



(21) JP 5019552 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

とができる。従って、偏光板と輝度向上フィルムの間に配置する位相差板は、１層又は２
層以上の位相差層からなるものであってよい。
【０１０２】
　なお、コレステリック液晶層についても、反射波長が相違するものの組み合わせにして
２層又は３層以上重畳した配置構造とすることにより、可視光領域等の広い波長範囲で円
偏光を反射するものを得ることができ、それに基づいて広い波長範囲の透過円偏光を得る
ことができる。
【０１０３】
　また、偏光板は、上記の偏光分離型偏光板の如く、偏光板と２層又は３層以上の光学層
とを積層したものからなっていてもよい。従って、上記の反射型偏光板や半透過型偏光板
と位相差板を組み合わせた反射型楕円偏光板や半透過型楕円偏光板などであってもよい。
【０１０４】
　偏光板に前記光学層を積層した光学部材は、液晶表示装置等の製造過程で順次別個に積
層する方式にても形成することができるが、予め積層して光学部材としたのものは、品質
の安定性や組立作業等に優れていて液晶表示装置などの製造工程を向上させうる利点があ
る。積層には粘着層等の適宜な接着手段を用いうる。前記の偏光板と他の光学層の接着に
際し、それらの光学軸は目的とする位相差特性などに応じて適宜な配置角度とすることが
できる。
【０１０５】
　なお、本発明の粘着型光学部材の光学部材や粘着剤層などの各層には、例えばサリチル
酸エステル系化合物やベンゾフェノール系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物やシアノ
アクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で処理する方式などの方
式により紫外線吸収能をもたせたものなどであってもよい。
【０１０６】
　本発明の粘着型光学部材は液晶表示装置等の各種画像表示装置の形成などに好ましく用
いることができる。液晶表示装置の形成は、従来に準じて行いうる。すなわち液晶表示装
置は一般に、液晶セルと粘着型光学部材、及び必要に応じての照明システム等の構成部品
を適宜に組立てて駆動回路を組込むことなどにより形成されるが、本発明においては本発
明による光学部材を用いる点を除いて特に限定はなく、従来に準じうる。液晶セルについ
ても、例えばＴＮ型やＳＴＮ型、π型などの任意なタイプのものを用いうる。
【０１０７】
　液晶セルの片側又は両側に粘着型光学部材を配置した液晶表示装置や、照明システムに
バックライトあるいは反射板を用いたものなどの適宜な液晶表示装置を形成することがで
きる。その場合、本発明による光学部材は液晶セルの片側又は両側に設置することができ
る。両側に光学部材を設ける場合、それらは同じものであってもよいし、異なるものであ
ってもよい。さらに、液晶表示装置の形成に際しては、例えば拡散板、アンチグレア層、
反射防止膜、保護板、プリズムアレイ、レンズアレイシート、光拡散板、バックライトな
どの適宜な部品を適宜な位置に１層又は２層以上配置することができる。
【０１０８】
　次いで有機エレクトロルミネセンス装置（有機ＥＬ表示装置）について説明する。一般
に、有機ＥＬ表示装置は、透明基板上に透明電極と有機発光層と金属電極とを順に積層し
て発光体（有機エレクトロルミネセンス発光体）を形成している。ここで、有機発光層は
、種々の有機薄膜の積層体であり、例えばトリフェニルアミン誘導体等からなる正孔注入
層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との積層体や、あるいはこのよ
うな発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、またあるいはこれらの正
孔注入層、発光層、および電子注入層の積層体等、種々の組み合わせをもった構成が知ら
れている。
【０１０９】
　有機ＥＬ表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光
層に正孔と電子とが注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが
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蛍光物資を励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原
理で発光する。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、この
ことからも予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線
形性を示す。
【０１１０】
　有機ＥＬ表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方
の電極が透明でなくてはならず、通常酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）などの透明導電体で
形成した透明電極を陽極として用いている。一方、電子注入を容易にして発光効率を上げ
るには、陰極に仕事関数の小さな物質を用いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌ
ｉなどの金属電極を用いている。
【０１１１】
　このような構成の有機ＥＬ表示装置において、有機発光層は、厚さ１０ｎｍ程度ときわ
めて薄い膜で形成されている。このため、有機発光層も透明電極と同様、光をほぼ完全に
透過する。その結果、非発光時に透明基板の表面から入射し、透明電極と有機発光層とを
透過して金属電極で反射した光が、再び透明基板の表面側へと出るため、外部から視認し
たとき、有機ＥＬ表示装置の表示面が鏡面のように見える。
【０１１２】
　電圧の印加によって発光する有機発光層の表面側に透明電極を備えるとともに、有機発
光層の裏面側に金属電極を備えてなる有機エレクトロルミネセンス発光体を含む有機ＥＬ
表示装置において、透明電極の表面側に偏光板を設けるとともに、これら透明電極と偏光
板との間に位相差板を設けることができる。
【０１１３】
　位相差板および偏光板は、外部から入射して金属電極で反射してきた光を偏光する作用
を有するため、その偏光作用によって金属電極の鏡面を外部から視認させないという効果
がある。特に、位相差板を１／4 波長板で構成し、かつ偏光板と位相差板との偏光方向の
なす角をπ／4 に調整すれば、金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０１１４】
　すなわち、この有機ＥＬ表示装置に入射する外部光は、偏光板により直線偏光成分のみ
が透過する。この直線偏光は位相差板により一般に楕円偏光となるが、とくに位相差板が
１／4 波長板でしかも偏光板と位相差板との偏光方向のなす角がπ／4 のときには円偏光
となる。
【０１１５】
　この円偏光は、透明基板、透明電極、有機薄膜を透過し、金属電極で反射して、再び有
機薄膜、透明電極、透明基板を透過して、位相差板に再び直線偏光となる。そして、この
直線偏光は、偏光板の偏光方向と直交しているので、偏光板を透過できない。その結果、
金属電極の鏡面を完全に遮蔽することができる。
【０１１６】
　本発明の粘着型光学部材は、必要に応じて粘着面を保護する目的で粘着剤表面にセパレ
ーターを貼り合わせることが可能である。セパレーターを構成する基材としては紙やプラ
スチックフィルムがあるが、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィルムが好適に用
いられる。
【０１１７】
　そのフィルムとしては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に限定されず、
例えばポリエチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタ
ジエンフィルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共
重合体フィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフ
ィルム、ポリウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルムなどが挙げられ
る。
【０１１８】
　前記フィルムの厚みは、通常５～２００μｍ、好ましくは１０～１００μｍ程度である
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。前記フィルムの粘着剤層貼合面には、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル系若しく
は脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉等により適宜離型剤処理が施されている。
【０１１９】
　本発明の粘着型光学部材は、液晶表示装置やタッチパネル等の各種表示装置の製造に好
ましく用いられる。なお、光学部材を形成する偏光板や位相差板、輝度向上板や防眩シー
トなどの光学素材には、紫外線吸収剤などを用いて紫外線吸収能をもたせることも可能で
ある。紫外線吸収剤としては、例えば、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系
化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、シアノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化
合物などが挙げられる。
【実施例】
【０１２０】
　以下、本発明の構成と効果を具体的に示す実施例等について説明する。なお、実施例等
における評価項目は下記のようにして測定を行った。
【０１２１】
　［酸価］
　酸価は、平沼産業株式会社製自動滴定装置ＣＯＭ－５５０を用いて測定を行い、下記式
より求めた。Ａ＝｛（Ｙ－Ｘ）×ｆ×５．６１１｝／Ｍ
Ａ；酸価、Ｙ；サンプル溶液の滴定量（ｍｌ）、Ｘ；混合溶媒５０ｇのみの溶液の滴定量
（ｍｌ）、ｆ；滴定溶液のファクター、Ｍ；ポリマーサンプルの重量（ｇ）
　測定条件は下記の通りである。サンプル溶液：ポリマーサンプル約０．５ｇを混合溶媒
（トルエン／２－プロパノール／蒸留水＝５０／４９．５／０．５、重量比）５０ｇに溶
解してサンプル溶液とした。滴定溶液：０．１Ｎ、２－プロパノール性水酸化カリウム溶
液（和光純薬工業（株）社製、石油製品中和価試験用）、電極：ガラス電極；ＧＥ－１０
１、比較電極；ＲＥ－２０１、測定モード：石油製品中和価試験１。
【０１２２】
　［分子量］
　分子量は、東ソー株式会社製ＧＰＣ装置、ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣを用いて測定を行い
、ポリステレン換算値にて求めた。測定条件は下記の通りである。サンプル濃度：０．２
ｗｔ％（ＴＨＦ溶液）、サンプル注入量：１０μｌ、溶離液：ＴＨＦ、流速：０．６ｍｌ
／ｍｉｎ、測定温度：４０℃、カラム：サンプルカラム；ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ
　ＳｕｐｅｒＨＺ－Ｈ１本＋ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ２本、リファレンスカラ
ム；ＴＳＫｇｅｌ ＳｕｐｅｒＨ－ＲＣ１本、検出器：示差屈折計。
【０１２３】
　［ガラス転移温度］
　ガラス転移温度Ｔｇ（℃）は、各モノマーによるホモポリマーのガラス転移温度Ｔｇｎ
（℃）として下記の文献値を用い、下記の式により求めた。
式：１／（Ｔｇ＋２７３）＝Σ〔Ｗｎ／（Ｔｇｎ＋２７３）〕
〔式中、Ｔｇ（℃）は共重合体のガラス転移温度、Ｗｎ（－）は各モノマーの重量分率、
Ｔｇｎ（℃）は各モノマーによるホモポリマーのガラス転移温度、ｎは各モノマーの種類
を表す。〕
　２－エチルヘキシルアクリレート：－７０℃
　２－ヒドロキシエチルアクリレート：－１５℃
　ブチルアクリレート：－５５℃
　アクリル酸：１０６℃
　ジエチルアクリルアミド：８１℃。
【０１２４】
　製造例１（アクリルポリマーＡ）
　２－エチルヘキシルアクリレート２００ｇ、２－ヒドロキシエチルアクリレート８ｇ、
２，２’―アゾビスイソブチロニトリル０．４ｇ、酢酸エチル３１２ｇの混合物を、窒素
気流中、６５℃にて６時間反応させてＴｇ＝－６８℃、重量平均分子量５０万、酸価０の



(24) JP 5019552 B2 2012.9.5

10

20

30

40

50

アクリルポリマーの溶液（４０重量％）を得た。
【０１２５】
　製造例２（アクリルポリマーＢ）
　ｎ－ブチルアクリレート２００ｇ、２－ヒドロキシエチルアクリレート８ｇ、２，２’
－アゾビスイソブチロニトリル０．４ｇ、酢酸エチル６２５ｇの混合物を、窒素気流中、
６５℃にて６時間反応させて、Ｔｇ＝－５４℃、重量平均分子量５４万、酸価０のアクリ
ルポリマーの容液（２５重量％）を得た。
【０１２６】
　製造例３（アクリルポリマーＣ）
　２－エチルヘキシルアクリレート１５６ｇ、ジエチルアクリルアミド４０ｇ、アクリル
酸４ｇ、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．４ｇ、酢酸エチル３００ｇの混合物
を、窒素気流中、６５℃にて６時間反応させてＴｇ＝－４９℃、重量平均分子量５６万、
酸価１５のアクリルポリマーの溶液（４０重量％）を得た。
【０１２７】
　製造例４（偏光板）
　重合度１７００、厚み８０μｍのポリビニルアルコールフィルムを３０℃の温水浴にて
１分間膨潤させた後、ヨウ素とヨウ化カリウム（重量比＝１：１０）からなるヨウ素濃度
０．３重量％水溶液（３０℃）中にて約３倍に延伸し、その後５０℃の４重量％ホウ酸水
溶液中にて総延伸倍率が６倍になるように延伸した。続いて、３０℃の４重量％ヨウ化カ
リウム水溶液中に５秒間浸漬した後、４０℃で５分間乾燥させて偏光子を得た。この偏光
子の両面に７重量％のポリビニルアルコール水溶液からなる接着剤を用いて厚み８０μｍ
のケン化処理されたトリアセチルセルロースフィルムを積層し偏光板を作製した。ケン化
処理は６０℃の水酸化ナトリウム水溶液（１０重量％）に１分間浸漬して行った。
【０１２８】
　実施例１（粘着剤組成物の調製）
　製造例１で得られたアクリルポリマーＡの溶液（４０重量％）を酢酸エチルで２０重量
％に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体としてグリシジルトリメチルアンモニウム
トリフルオロメタンスルホネート（２５℃で液状）２．０ｇ、トリメチロールプロパン／
トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コロネートＬ）０．１３ｇを加えて、ア
クリル粘着剤溶液を調製した。
【０１２９】
　（粘着型光学部材の作製）
　上記アクリル粘着剤溶液を、シリコーン処理を施した厚さ３８μｍのポリエチレンテレ
フタレートフィルムのシリコーン処理面に塗布し、１１０℃で３分間加熱して、厚さ２５
μｍの粘着剤層を形成した。次いで、製造例４で作製した偏光板を上記粘着剤層面と貼合
せて粘着型光学部材を作製した。
【０１３０】
　実施例２（粘着剤組成物の調製）
　製造例２で得られたアクリルポリマーＢの溶液（２５重量％）を酢酸エチルで２０重量
％に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体として１－ブチル－３－メチルピリジニウ
ムトリフルオロメタンスルホネート（２５℃で液状）０．２ｇ、トリメチロールプロパン
／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コロネートＬ）０．１３ｇを加えて、
アクリル粘着剤溶液を調製した。
【０１３１】
　（粘着型光学部材の作製）
　アクリル粘着剤溶液として、上記で調製したアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実
施例１と同様にして粘着型光学部材を作製した。
【０１３２】
　実施例３（粘着剤組成物の調製）
　製造例３で得られたアクリルポリマーの溶液（４０重量％）を酢酸エチルで２０重量％
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に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体としてジアリルジメチルアンモニウムトリフ
ルオロメタンスルホネート（２５℃で液状）２．０ｇ、トリメチロールプロパン／トリレ
ンジイソシアネート３量体付加物（商品名ゴロネートＬ）０．１３ｇを加えて、アクリル
粘着剤溶液を調製した。
【０１３３】
　（粘着型光学部材の作製）
　アクリル粘着剤溶液として、上記で調製したアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実
施例１と同様にして光学部材を作製した。
【０１３４】
　実施例４（粘着剤組成物の調製）
　製造例１で得られたアクリルポリマーＡの溶液（４０重量％）を酢酸エチルで２０重量
％に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体としてグリシジルトリメチルアンモニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（２５℃で液状）２．０ｇ、トリメチロー
ルプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コロネートＬ）０．１３ｇ
を加えて、アクリル粘着剤溶液を調製した。
【０１３５】
　（粘着型光学部材の作製）
　上記アクリル粘着剤溶液を、シリコーン処理を施した厚さ３８μｍのポリエチレンテレ
フタレートフィルムのシリコーン処理面に塗布し、１１０℃で３分間加熱して、厚さ２５
μｍの粘着剤層を形成した。次いで、製造例４で作製した偏光板を上記粘着剤層面と貼合
せて粘着型光学部材を作製した。
【０１３６】
　実施例５（粘着剤組成物の調製）
　製造例２で得られたアクリルポリマーＢの溶液（２５重量％）を酢酸エチルで２０重量
％に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体として１－ブチル－３－メチルピリジニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（２５℃で液状）０．２ｇ、トリメチロ
ールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名コロネートＬ）０．１３
ｇを加えて、アクリル粘着剤溶液を調製した。
【０１３７】
　（粘着型光学部材の作製）
　アクリル粘着剤溶液として、上記で調製したアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実
施例１と同様にして粘着型光学部材を作製した。
【０１３８】
　実施例６（粘着剤組成物の調製）
　製造例３で得られたアクリルポリマーの溶液（４０重量％）を酢酸エチルで２０重量％
に希釈し、この溶液１００ｇにイオン性液体としてジアリルジメチルアンモニウムビス（
トリフルオロメタンスルホニル）イミド（２５℃で液状）２．０ｇ、トリメチロールプロ
パン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（商品名ゴロネートＬ）０．１３ｇを加え
て、アクリル粘着剤溶液を調製した。
【０１３９】
　（粘着型光学部材の作製）
　アクリル粘着剤溶液として、上記で調製したアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実
施例１と同様にして光学部材を作製した。
【０１４０】
　比較例１
　イオン性液体を用いないこと以外は実施例１と同様にしてアクリル粘着剤溶液を調製し
た。アクリル粘着剤溶液として、このアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実施例１と
同様にして粘着型光学部材を作製した。
【０１４１】
　比較例２
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　イオン性液体を用いないこと以外は実施例２と同様にしてアクリル粘着剤溶液を調製し
た。アクリル粘着剤溶液として、このアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実施例１と
同様にして粘着型光学部材を作製した。
【０１４２】
　比較例３
　イオン性液体を用いないこと以外は実施例３と同様にしてアクリル粘着剤溶液を調製し
た。アクリル粘着剤溶液として、このアクリル粘着剤溶液を用いたこと以外は実施例１と
同様にして光学部材を作製した。
【０１４３】
　上記の実施例１～６および比較例１～３で得られた光学部材について、以下の要領で、
剥離帯電圧、および粘着力を確認した。
【０１４４】
　製造例５（帯電防止処理ポリエチレンテレフタレートフィルムの作製）
　酸化スズとポリエステル樹脂からなる帯電防止剤［（株）ソルベックス社製マイクロソ
ルバーＲＭd－１４２］１０ｇを水３０ｇとメタノール７０ｇからなる混合溶媒で希釈し
、厚さ３８μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムにマイヤーバーを用いて塗布し、
１３０℃で１分間加熱して厚さ０．２μｍの帯電防止層を形成し、帯電防止処理ポリエチ
レンテレフタレートフィルムを作製した。
【０１４５】
　製造例６（粘着剤組成物の調製）
　製造例１で得られたアクリルポリマーＡの溶液（４０重量％）を酢酸エチルで２０重量
％に希釈し、この溶液１００ｇにへキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体
（日本ポリウレタン工業（株）社製、コロネートＨＸ）０．８ｇ、架橋触媒としてジラウ
リン酸ジブチルスズ（１重量％酢酸エチル溶液）０．４gを加えて、アクリル粘着剤溶液
を調製した。
【０１４６】
　製造例７（保護フィルムの作製）
　上記アクリル粘着剤溶液を、製造例５で得られた帯電防止処理ポリエチレンテレフタレ
ートフィルムの帯電防止処理面とは反対の面に塗布し、１１０℃で３分間加熱して、厚さ
２０μｍの粘着剤層を形成した。次いで、前記粘着剤層の表面に一方の面にシリコーン処
理を施した厚さ２５μｍのポリエチレンテレフタレートフィルムのシリコーン処理面を貼
合せて保護フィルムを作製した。
【０１４７】
　［剥離帯電圧］
　幅７０ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズにカットした粘着型光学部材のセパレーターを剥
離した後、あらかじめ除電しておいた厚み１ｍｍ、幅７０ｍｍ、長さ１００ｍｍのアクリ
ル板にハンドローラーにて貼り合わせて被着体を作製した。製造例７で得られた保護フィ
ルムを幅７０ｍｍ、長さ１３０ｍｍのサイズにカットし、セパレーターを剥離した後、あ
らかじめ除電しておいた上記被着体の偏光板表面に片方の端部が３０ｍｍはみ出すように
ハンドローラーにて圧着する。２３℃×５０％ＲＨの環境下に一日放置した後、下記に示
すように所定の位置にサンプルをセットする。３０ｍｍはみ出した片方の端部を自動巻取
り機に固定し、剥離角度１５０°、剥離速度１０ｍ／ｍｉｎとなるように剥離する。この
ときに発生する偏光板表面の電位を所定の位置に固定してある電位測定機［春日電機（株
）社製、ＫＳＤ－０１０３］にて測定した。測定は、２３℃×５０％ＲＨの環境下で行っ
た。
【０１４８】
　［粘着力測定］
　幅２５ｍｍ、長さ１００ｍｍにカットした粘着型光学部材のセパレーターを剥離後、厚
み１．３ｍｍ、幅６５ｍｍ、長さ１６５ｍｍのスライドグラス（松浪硝子工業（株）製，
水縁磨）に０．２５ＭＰａの圧力でラミネートし評価サンプルを作製した。ラミネート後
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剥離したときの粘着力を測定した。測定は２３℃×５０％ＲＨの環境で行った。
【０１４９】
　以上の結果を表１に示す。
【０１５０】
【表１】

　上記表１の結果から明らかなように、本発明の実施例１～６の粘着型光学部材は、いず
れも比較例１～３と比べ、剥離帯電圧が抑制されている。また、本発明の実施例１～６の
粘着型光学部材は、いずれも比較例１～３と同等の粘着力を示している。したがって、実
施例１～６の粘着型光学部材は、帯電防止性と粘着特性に優れる粘着型光学部材であるこ
とがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０１５１】
【図１】実施例等で剥離帯電圧の測定に使用した電位測定部の概略構成図
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